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平成２１年度人権教育の推進に関する調査結果（概要）
平成２１年１１月 人権・社会教育課

○調査目的
各学校における「人権教育推進プラン」の定着状況並びに各校における人権にかかわる教育課題の把握

状況やその解決に向けた取組の実際等を把握し、今後の人権教育の推進に活かす。

○調査対象数
小学校 ２１８校 中学校 １１７校 高等学校等 ７１校
（私立学校、市立学校、特別支援学校を含む） 全体校数 ４０６校

１ 学校等の実態及び教育課題
・ 実態調査の有無
実施している学校 〔％〕

小学校 中学校 高校等 県全体
Ｈ２１ ７９ ７９ ９３ ８２
Ｈ２０ ７４ ７５ ８９ ７７
Ｈ１９ ５９ ５９ ８３ ６３
Ｈ１８ ４９ ５７ ７３ ５６
主な調査内容・・・生活実態調査 58％(H20 :50% ・ H19 :29% ・ H18 :24%）

学習に関する調査 48％(H20 :42% ・ H19 :25% ・ H18 :22%)
意識調査 34％(H20 :35% ・ H19 :18% ・ H18 :16%)

・各校種とも実施している学校の割合が増加している。生活実態調査と学習に関する調査の両方を実施
している学校も増加している。

・教育課題（選択肢から３つ以内で回答） 〔％〕
教育課題は何ですか 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア つながりのある集団づくり ③４９ ②４８ ２５ ③４５ ③４０ ②５２ ②４４
イ 基盤となる人権意識の確立 ２７ ③４４ ③４５ ３５ ３６ ３４ ３９
ウ 基礎学力の定着 ②５７ ①５８ ①５５ ①５７ ①５７ ①５６ ①６０
エ 違いを豊かさとしてとらえる感 ２２ １７ １５ １９ ２０ １９ ２１

性の育成
オ コミュニケーション能力の育成 ①６２ ４０ ４２ ②５２ ②５２ ③４２ ③４１
カ 主体的に学ぶ意欲や態度の育成 ３０ ３１ ３９ ３２ ３３ ４１ ４０
キ 基本的生活習慣の確立 ２４ ３１ ②４８ ３０ ３０ ２７ ２４
ク 自尊感情の醸成 ２３ ２０ ２０ ２２ ２３ ２１ ２０
ケ その他 ０ １ ３ １ １ ２ ２

・「つながりのある集団づくり」「コミュニケーション能力の育成」など、人間関係づくりに関する課題
を選択する学校が増加している。

・家庭、地域の実態（選択肢から３つ以内で回答） 〔％〕
家庭、地域の実態 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 学校行事等に参加・協力してく ①４８ ①５５ ２８ ②４７ ①４４ ②４５ ②４３
れる保護者や地域の人が増えて
きている

イ 学校運営や教育内容に理解を示 ２８ ３２ ２５ ２９ ２６ ２５ ２３
す保護者が増えてきている

ウ 子どもたちの社会性を育むとい ②４２ ③３６ ②４５ ③４１ ②４２ ①４６ ③４１
う意識の乏しい保護者が増えて
きている

エ 経済的に厳しい家庭が増えてき ③３９ ②４９ ①７５ ①４８ ②４２ ③４２ ①４５
ている

オ ひとり親家庭が増えてきている ３６ ３４ ③３７ ３６ ３７ ３２ ３２
カ 外国人の保護者が増えてきてい ３ １ ４ ２ ３ ３ ２

る
キ 子育て支援の必要な保護者が増 ３４ １６ ２０ ２７ ３３ ３５ ３６

えてきている
ク 地域の子どもは地域で育てると １９ １１ ０ １３ １１ １５ １６

いう意識をもつ人が増えてきて
いる

ケ 地域共同体意識が希薄化してき ２１ １９ ２０ ２０ ２０ ２２ ２１
ている

コ その他 ２ ２ ０ ２ ２ ４ ３
・「経済的に厳しい家庭が増えてきている」の項目がどの校種でも増加している。
・「学校行事等に参加・協力してくれる保護者や地域の人が増えてきている」「学校運営や教育内容に理
解を示す保護者が増えてきている」の項目を選択する学校が増えている。家庭や地域の教育力の低下が
指摘されるなかで、保護者や地域の人の力を活用しようとする各学校の努力がうかがえる。
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２ 平成２０年度における人権教育の推進について
(1) 取組の具体的内容について
Ａ 教育を受ける権利の保障を通して 〔％〕

基礎学力を定着させる 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県
ア 授業改善（教材・教具の工夫） ８２ ７２ ９２ ８１ ７７
イ 授業形態の工夫（少人数、ＴＴ、 ８６ ８４ ６３ ８２ ８０
個別学習、班学習など）

ウ 朝の会、終わりの会での学習（朝 ６７ ５７ ３５ ５９ ５８
の会前の学習を含む）

エ 特設の時間を設けての指導（放 ３８ ８６ ７６ ５９ ５６
課後や長期休業中の補充学習な
ど）

オ テスト前の補充学習（学力補充 ４ ７９ ５２ ３４ ３３
講座、質問教室など）

カ 読書タイムの設定 ８８ ７９ ４１ ７７ ７７
課題を有する子どもたちの教育を
保障する取組

ア 課題を有する児童生徒の把握、 ９５ ９１ ９３ ９４ ９４
共通理解

イ 授業改善（教材・教具の工夫な ７０ ５６ ６２ ６４ ５６
ど）

ウ 授業形態の工夫（少人数指導、 ８０ ７６ ４６ ７３ ７０
ＴＴ、個別学習、班学習など）

エ 特設の時間を設けて指導（放課 ４５ ７９ ６８ ５９ ５６
後や長期休業中の補充学習など）

オ テスト前の補充学習（学力補充 ４ ７２ ４９ ３１ ２９
講座、質問教室など）

カ 家庭訪問による指導 ４４ ５６ ４５ ４８ ４５
キ 関係機関との連携 ６３ ５８ ４８ ５９ ５５
多様な進路を選択する力の育成

ア 様々な職業や労働についての学 ８０ ８４ ７６ ８１ ７７
習（職場見学、ゲストティーチ
ャーとの交流等を含む）

イ 職業体験学習 ５ ８５ ４５ ３５ ３６
・基礎学力の定着や課題を有する子どもたちの教育保障のために、授業改善に取り組む学校が増加して
いる。

Ｂ 人権についての理解を深める教育として 〔％〕
学習したもの 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 生命・環境の大切さ ９８ ８５ ７３ ９０ ８９ ８７ ８５
イ 人権に関する国内外の宣言や規 ４２ ３５ ２５ ３７ ２９ ３０ ２６
約

ウ 人権の歴史について ４４ ５２ ５２ ４８ ４５ ４９ ４９
エ 権利と責任について ５６ ５０ ４８ ５３
オ 様々な人権問題について ９０ ８７ ８３ ８８ ８９ ９３ ９４
・同和問題 ５７ ６２ ６６ ６０ ６０ ６３ ６５
・女性 ４０ １６ ３２ ３２ ３７ ３５ ３５
・子ども ４２ １３ １５ ２９ ３０ ３０ ２６
・高齢者 ５３ ３２ ２５ ４２ ４２ ４５ ４１
・障害者 ８８ ８８ ７５ ８６ ８８ ８８ ８９
・外国人 ６０ ５１ ７３ ６０ ５９ ５９ ５８
・ＨＩＶ感染者・ハンセン病患 ２８ １２ １０ ２０ ２０ ２４ ２３
者等

・インターネットによる人権侵 ２６ ５０ ５９ ３９ ３４ ２５ １７
害

・アイヌの人々 １２ ８ ２７ １３ １２
・その他（反戦平和学習等） ５ ６ ７ ５ ６ １７ ９

・「人権に関する国内外の宣言や規約」「人権の歴史について」の学習に取り組む学校が増加している。
普遍と個別のバランスの取れた人権学習の取組をさらに進めていただきたい。

・「インターネットによる人権侵害」についての学習に取り組む学校がどの校種でも増加している。
・個々の人権問題についても、児童生徒や地域の実態を踏まえて、工夫した取組を進めていただきたい。
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Ｃ 人権を尊重する主体を育てる教育として 〔％〕
豊かな感性・自尊感情を育む取組 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県

ア 自然とふれあう体験活動をとお ９０ ４４ ３４ ６７ ６４
して（飼育、栽培活動等を含む）

イ 人やものとふれあう体験活動 ９３ ９７ ７７ ９１ ９０
（社会見学、職業体験、福祉体
験、ゲストティーチャーとの交
流等を含む）をとおして

ウ 学校行事、児童会・生徒会活動 ７２ ７４ ６５ ７１
等をとおして

エ ワークショップ形式の学習をと ３９ １９ ２３ ３１ ３３
おして

オ 読み物教材をとおして ８０ ５０ ２７ ６２ ６６

カ 日記、班ノート、生活つづり方 ６３ ４５ １０ ４９ ５４
等をとおして

つながりのある集団づくりのため
の取組

ア 異年齢集団活動をとおして ８９ ４４ ４２ ６８ ６３
イ 日々の班活動、学級活動をとお ９０ ８７ ６８ ８５ ８４

して
ウ 学校行事、児童会・生徒会活動 ８６ ９０ ９３ ８８ ８８

等をとおして
エ ワークショップ形式の学習をと ３５ １５ ２３ ２７ ２７

おして
オ 読み物教材をとおして ６５ ３４ １５ ４７ ４４
カ 日記、班ノート、生活つづり方 ５８ ４８ ４ ４６ ４６

等をとおして
キ 話し合い活動の充実をとおして ６３ ４１ ３０ ５１ ５２
様々な課題を民主的に解決する態
度や技能を育成する取組

ア コミュニケーション能力等の育 ７６ ４４ ５１ ６２ ５８
成をめざした学習をとおして

イ 異年齢集団活動をとおして ７３ ３１ ３１ ５３ ５０
ウ 日々の班活動、学級活動をとお ８６ ９１ ６８ ８４ ８０

して
エ 学校行事、児童会・生徒会活動 ７１ ８８ ８９ ７９ ７６

等を活用して
オ 地域の人との交流をとおして ４３ ３４ ２０ ３６ ３７
カ ワークショップ形式の学習をと ２７ ９ １４ ２０ ２１

おして
キ 話し合い活動の充実をとおして ６５ ３６ ３５ ５１ ５０

・様々な活動をとおして、人権についての技能・態度を育成する取組や集団づくりに取り組んでいる。

Ｄ 人権が尊重される教育として 〔％〕
実施したもの 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 保健・衛生面の配慮 ７７ ５６ ６１ ６８ ６１
イ 日常的な安全管理や安全指導 ８９ ７９ ８３ ８５ ８０
ウ 子どもたちが悩みを相談できる ５３ ８１ ５９ ６２ ４０ ４６ ４２

体制づくり
エ 保護者に対する教育相談の実施 ５５ ５１ ３９ ５１ ５０
オ 児童虐待に対応するための体制 ４２ ２６ １５ ３３ ２４ ２２ ２０

づくり
カ いじめを発見し、解決するため ６６ ６４ ４２ ６１ ６１ ５３ ４５

の体制づくり
キ 掲示物（児童・生徒の作品等を ５７ ５３ ４５ ５４ ５７

含む）の工夫
ク 子どもたちの発表の場や発信の ７０ ６９ ５１ ６７ ７２ ７８ ７５

機会を確保
ケ 子どもたちの企画や意見の学校 ４７ ６２ ５１ ５２ ５４ ７１ ６８

行事等への反映
・ほとんどの項目で、昨年より取り組んでいる学校が増加している。人権が大切にされていると感じら
れる環境や雰囲気づくりをさらに進めていただきたい。
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(2) 平成２０年度の推進について
〔％〕

小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県Ａ 人権教育推進計画を作成している
９９ １００ ９０ ９８ ９６ ９６

〔％〕
小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県Ｂ 人権教育年間指導計画を作成している
９４ ９７ ９０ ９４ ９３ ９４

〔％〕
小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県Ｃ 学校全体の推進担当者を置いている
９９ ９８ ９９ ９９ ９７ ９７

・ほとんどの学校で推進担当者を置き、推進計画や年間指導計画を作成し、取組が進められている。

Ｄ 「人権教育推進プラン」や「人権教育の手びき」、「人権教育学習プログラム」をどのように活用
しているか。（選択肢からの複数回答） 〔％〕

小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県
ア 人権教育推進計画作成の際に活 ８９ ７８ ６６ ８２ ７９ ７９ ７６
用

イ 年間指導計画作成の際の活用 ６１ ６２ ５１ ６０ ５７ ５７ ５２
ウ 授業研究等の参考資料として活 ２４ １６ ２１ ２１ ２０ ２５ ２８
用

エ 人権教育の概念についての共通 ４４ ４３ ５８ ４６ ４６ ４１ ４４
理解に活用

オ その他 ０ ３ ３ ２ ２ ３ ３
・「人権教育推進プラン」「人権教育の手びき」等を活用する学校が増加している。さらに積極的な活用
を願いたい。

Ｅ 平成２０年度の全体・グループ研修について（選択肢からの複数回答） 〔％〕
小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 児童生徒の実態交流 ８１ ３８ １１ ５６ ５２ ５８ ５８
（なかま集団づくり等）

イ 授業研究（教科・総合・道徳） ５２ ３４ ２０ ４１ ４２ ４６ ５２
（公開授業等を含む）

ウ 人権に関する理解（人権の歴史、 ２４ １５ ２７ ２２
国内外の宣言や規約等）

エ 人権に関わる個別課題 ３１ ３１ ５２ ３４ ３２ ４２ ４３
（同和問題、在日外国人問題等）

オ 特別支援教育、ＬＤ、ＡＤＨＤ ５４ ４４ ３０ ４７ ５９ ５８ ３９
児の理解等

カ その他（ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰとの研修） １３ １３ １４ １３ １２ ０ １
・多岐にわたる内容で研修が実施されている。今日的な人権課題であるインターネットや携帯電話等に
よる人権侵害に関する研修を実施している学校が増加している。

研修形態（選択肢からの複数回答） 〔％〕
小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 授業づくりをめざした研究協議 ５６ ３１ ２０ ４２ ４０ ４６ ４５
（公開授業等）

イ 講演・映画・演劇等の視聴のみ １０ １３ ３４ １５ １２ １６ １７
ウ 講演・映画・演劇等の視聴とそ ３５ ３２ ５１ ３７ ３１ ３９ ３１

の内容をテーマとした話し合い
エ 資料（事例）等に基づく研究や ７９ ６０ ３１ ６５ ８０ ７７ ６４

話し合い
オ フィールドワーク（現地学習、 ２７ ２２ ２０ ２４ ２２ ２１ ２１

施設訪問・交流等）による学習
カ ワークショップ ９ ６ ８ ８ ８ ７ ８
キ その他 ８ ３ ６ ６ ６ ７ ９

・小・中学校で、校区にある施設訪問・交流や人権史跡を巡るなど、フィールドワークを取り入れた研
修を実施する学校が少しずつ増加している。
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(3) 人権教育推進上の連携及び活動の状況（選択肢からの複数回答） 〔％〕
校園種間の連携 小学校 中学校 高校等 H21県 H20県 H19県 H18県

ア 連絡会 ８９ ８８ ４８ ８１ ８０ ７５ ７２
イ 公開授業 ５０ ５２ ２０ ４５ ４１ ３９ ３８
ウ 合同研修 ６３ ６２ ２３ ５６ ４８ ４５ ４２
エ 郡市町村研究会での実践交流 ６３ ６４ ２４ ５７ ５５ ５４ ４９
学校とＰＴＡ活動とのかかわり

ア 保護者対象研修会（現地研、映 ７２ ６９ ６６ ７０ ７１ ７３ ６７
画会等）

イ ＰＴＡによる人権啓発 ４２ ３８ ２４ ３７ ３３ ３３ ３４
ウ 関係機関・団体等の研究大会へ ６９ ６８ ６６ ６８ ６８ ６４ ６２

の参加
地域社会や関係機関（社会教育関係団体や
児童館等の施設を含む）等との連携

ア 地域の人材活用（ゲストティー ９４ ７８ ３５ ７９ ６８
チャーなど）

イ 公民館、児童館、人権センター ４７ ３９ ８ ３８ ３８
等との連携

ウ 警察・行政機関等との連携 ５９ ６７ ５６ ６１

ウ 地域の団体（社会教育関係団体、 ３１ ３７ ３５ ３３ ３１
ＮＰＯ等）と連携した学習

エ 地域の企業や事務所と連携した ３４ ７０ ３９ ４６ ３９
学習（職場体験等を含む）

オ 障害者・高齢者施設との交流 ５９ ６２ ５２ ５９ ５７
カ 校区人権教育推進協議会への参 ５３ ４４ １７ ４４ ４３ ５４ ５３

加協力
キ 人権フェスティバル等への参加 ２６ ３５ ２４ ２８ ２９ ４８ ４６
家庭への支援

ア 教育相談 ８２ ７２ ６３ ７６ ７４ ７１ ７１
イ 学校・学年・学級通信 ９７ ９２ ７５ ９２ ９０ ８１ ７８
ウ 家庭訪問 ９６ ９１ ７７ ９２ ９１ ８８ ８５
エ 学級懇談会 ９６ ７９ ８６ ９０ ８８ ８５ ７９
オ 学校人権教育部からの啓発広報 ２５ ２６ ４１ ２８ ２９ ２４ ２４

・ゲストティーチャーなど地域の人材を活用した取組を進める学校が増加している。
・ほとんどの項目で、昨年より取り組んでいる学校の割合が増加している。校園種間の連携や地域・家
庭等との連携を通して、取組が進められていることがわかる。


